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休 憩  午後 ２時２４分 

──────────────── 

再 開  午後 ２時３６分 

○議長（中根光男君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 続いて発言を許します。議員の質問は一括質問一括答弁方式により行います。 

 ８番 古橋智樹君。 

［８番 古橋智樹君登壇］ 

○８番（古橋智樹君） 

 お疲れさまでございます。平成30年第３回定例会に当たり、通告に従いまして一括により質問

を行います。 

 第１点目の次世代へ遺す我が市現世代の責任について伺います。 

 「遺す」という言葉は、よい意味でなければなりません。いわゆる負の遺産となってはなりま

せん。人口が今後10年ごとに10％ずつ減っていくという試算でございますから、納税する人口も

比例して減るわけでございます。 

 かすみがうら市の歳出は、人口数に応じて減る事業予算もございますが、かすみがうら市の面

積には変わりはございませんので、公共施設や道路、上下水設備などの更新や維持管理は、公共

施設の管理物件を再編しても、人口に比例して簡単に予算を減らせるものではありません。中に

は、人手が減れば、かえって値上がる事業費もあろうかと存じます。しかしながら、まちづくり

というものは、新たな行政ニーズ、そして従来の懸案ニーズに対して適正に応え、スクラップ・

アンド・ビルドを繰り返しながら、新規事業として魅力づくりも維持しなければなりません。 

 過日、坪井市長が掲げられました選挙公約やさきの所信表明では、千載一遇となる神立駅前の

市街地整備を掲げ、人口増加と交流人口の拡大が最重要課題とのことであります。したがいまし

て、それら市街地整備の財源がこれまでの公共施設の老朽化に対応する財源に加わり、少子高齢

化が進むさなか、私たちのかわいい次世代に負担をどのように引き継ぎ、後進に道を譲るのか、

現役の生産世代の責任として論議して道筋を求めなければなりません。 

 そこで伺います。市街地整備が進む神立駅前地区初め、近隣市との将来的整合、少子高齢化、

維持経費等を踏まえ、市街化区域の都市計画税などの財源を後世のために長期的にも検討する取

り組みについて、市の考えを伺います。 

 次いで、近隣市防犯整備との比較について伺います。 

 市民の安全を守るコンセプトとして、皆さんもご承知のとおり、今回私が通告しております題

目の防犯のほか、防災、交通安全、さらには消防救急事業を除いて大まかに３つのカテゴリーが

ございます。防犯、防災、交通安全については、かすみがうら市役所の中でも、近年から防災安

全室として総務課内に係として配置されていましたが、ことし2018年度より、市民部生活環境課

として防犯と交通安全の２つの係が再配置されました。これは、隣接する土浦市との係配置と連

携を踏まえてのことと伺ってもおります。 

 私が今回質問する防犯は、防災と交通安全に比べ、運用のネットワークが肝心であろうかと存

じます。防災や交通安全は、地域の実情に合わせ、スタンドアローン（単独で充実を図ること）
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がまず求められるものですが、防犯は、ハード面の整備だけでは特に成り立たず、ソフト面の充

実を図り、市民による防犯組織と警察を初めとした各関係組織とのネットワークで機動力を保ち、

さらにはその防犯組織の稼働状況を維持しなければ、万が一の事件・事故に対応できません。加

えて、かすみがうら市は、冒頭より申し上げている神立駅前の市街地整備によって、土浦市との

連携でより防犯体制を整えなければなりません。 

 そこで伺います。近隣市との将来的整合を踏まえ、地域の防犯組織整備のソフト面を初め、防

犯設備のハード面を含め、地域格差の解消等を検討する取り組みで事故を未然に防ぐ安全を追求

するということについて、当市の考えを伺います。 

 以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中根光男君） 

 答弁を求めます。 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 １点目、次世代へ遺す我が市現世代の責任についてお答えをいたします。 

 まず、都市計画税につきましてお答えいたします。 

 ご質問の中の都市計画税につきましては、市町村が都市計画事業または土地区画整理事業に要

する費用に充てるため、これらの事業によって利益を受ける都市計画区域内の土地または家屋の

所有者に対しまして課す目的税でありまして、都市基盤を整備する上では有益な税金であると承

知をいたしております。 

 しかしながら、本市におきましては、下水道などの都市基盤を整備するに当たりまして、都市

計画税を課税しないことで進めてきた状況でございます。 

 次に、都市整備につきましてお答えをいたします。 

 現在、市におきましては、居住環境や医療・福祉・商業・公共交通のさまざまな都市機能を誘

導することによりまして都市全体を整備していく、立地適正化計画の策定を目指しているところ

でございます。この計画を策定することによりまして都市機能の集約化を図り、さらなる都市機

能の充実を目指してまいりたいと考えております。 

 次に、施設管理の面からお答えをいたします。 

 本市では、平成26年度に公共施設等マネジメント基本計画を策定いたしました。その際に、平

成27年度から40年間につきまして、公共施設やインフラ施設の更新時期と更新費用についてシミ

ュレーションを行っております。 

 そのシミュレーションによりますと、更新費用と長期財政見通しを比較いたしますと、市民生

活に必要不可欠な義務的な施設でさえ、良好に維持できなくなる可能性が高い状況でありまして、

ご指摘のように、次世代に対する責任ある対応が求められると認識をいたしております。 

 具体的には、2040年代にそれぞれの更新時期が最も集中する見通しとなっておりまして、これ

らに要する費用といたしまして、公共施設や道路など一般会計に当たるものだけでも、今後40年

間で総額900億円を超えるだろうという試算も出ている状況でございます。 

 こうしたことから、そのような事態に陥らないよう、施設の再編による総量の縮減、維持管理

の効率化、民間との連携などを進めるとともに、施設の更新等につきましては、国庫補助や起債
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などの有利な財源や民間資金の活用などによりまして対応したいというふうに考えております。 

 また、議員ご質問の都市計画税につきましても、今後議論の対象となっていくものと考えてお

りますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 

○市民部長（田﨑 清君） 

 ２点目、近隣市防犯設備との比較につきましてお答えをいたします。 

 まず初めに、近隣自治体の取り組み状況といたしまして、土浦市では、自治会単位で防犯組織

を結成しており、組織率につきましては、171自治会のうち168団体の約98％を超える自治会にお

いて組織化がされております。 

 石岡市における防犯組織につきましては、補助制度や装備品貸与等の規則がないため、自治会

の結成状況は把握していないとのことでございますけれども、自治体独自で結成している団体も

あるようでございます。 

 本市の状況といたしましては、182自治会のうち28団体の約15％程度で組織率といたしまして

は低い状況ではありますが、人口が密集している自治会ではおおむね結成され、平成29年度末現

在で927名の隊員が在籍し、それぞれの地域において活動していただいております。 

 また、本市では、自主防災活動組織等防犯装備貸与要綱に基づき、従事されている登録者数に

応じて防犯チョッキや腕章、帽子、ホイッスル等、活動に伴う装備品の貸与等を行っております。 

 市内における防犯団体としては、防犯連絡員協議会や子どもを守る母の会等の組織が結成され

ており、防犯の啓発活動やキャンペーンなど、市の防犯対策にご協力をいただいております。 

 市におきましても、小・中学校の登下校時における防犯を考えた場合、最も交通量が多い時間

帯の支援活動の現状を踏まえますと、より一層の防犯活動の強化・充実に取り組んでまいりたい

と考えております。 

 また、ハード対策といたしまして、犯罪抑止効果があり、犯罪発生時に容疑者特定の手がかり

となる防犯カメラを、主要交差点や通学路等を中心に設置して運用しております。今後も必要な

場所に設置していくことで、市民の皆様が安心して暮らせるまちづくりを推進してまいります。 

 また、その他ソフト事業といたしまして、防犯連絡員協議会と連携し、市民の防犯意識の高揚

を図る導入策といたしまして、石岡市やつくば市が行っているような、散歩やジョギングなどの

機会を通じて地域のパトロールを行う、「ジョグパト」等と呼ばれる防犯ボランティアなどを募

集することも考えております。 

 地域の見守りや声かけが犯罪防止上有効であることが明らかとされております。犯罪の起こり

にくい環境づくりにつながっていくと考えられますことから、監視力の確保に向け、近隣の動向

を注視しながら、さらに防犯組織の活動支援に取り組んでまいります。 

 今後におきましては、神立駅前周辺整備事業及び神立停車場線や西成井バイパス整備事業の供

用開始、さらには千代田中学校区統合事業等が実施されることなどを踏まえまして、事故を未然

に防ぐための安全追求や防犯体制の強化・充実を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 
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○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 再質問させていただきます。 

 先ほど市長のご答弁のほうでございました立地適正化計画につきまして、担当部長のほうに、

これまでの経過と今後の予定をいま一度、答弁いただきたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 都市産業部長 鈴木芳明君。 

○都市産業部長（鈴木芳明君） 

 お答えをいたします。 

 立地適正化計画につきましては、急速に進む人口減少や高齢化に対する施策として、コンパク

トなまちづくりを実現するために都市再生特別措置法の改正で制度化され、都市機能や町なか居

住の緩やかな誘導を図り、持続可能な集約的都市の形成を目指すものでございます。ことしから

３年間をかけまして、立地適正化計画を作成する予定でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 立地適正化計画は、土浦・阿見都市計画との整合性の中で進めるということでよろしかったで

すか。 

○議長（中根光男君） 

 都市産業部長 鈴木芳明君。 

○都市産業部長（鈴木芳明君） 

 お答えいたします。 

 整合性を図るというようなことで考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 2005年（平成17年）３月28日に我が市が合併して13年と５カ月が経過しております。遅ればせ

ながら、私は、13年を経てようやく、町ではなく、市として本格的に成長できる機会、土俵に上

れるところまで来られたのであろうというふうに思います。 

 しかし、先ほどの坪井市長の答弁でございましたように、大きな課題として現存の公共施設、

道路、上下水道は、大概20年後に老朽化、耐用年数の経過により設備の更新を行うためには、莫

大な費用がかかるとご答弁がございました。この費用というのをまず、およそで結構です、現在

の何倍になるのか、担当部長からご答弁いただきたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 



- 49 - 

○参事（山内美則君） 

 お答えいたします。 

 現在の約２倍ほどになるかと思われます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ２倍、200％。ファシリティマネジメントで把握している現在の費用は、いかほどでございま

すか。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 

○参事（山内美則君） 

 お答えいたします。 

 先ほど市長からの答弁にもございましたように、40年間で900億円というような試算の結果と

なっております。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 本年度は、前年度の決算でも結構です、それが20年後に２倍になるということですが、今現在

はということでお尋ねしたんですけれども。40年間ではなく、今現在です。 

○議長（中根光男君） 

 暫時休憩します。 

休 憩  午後 ２時５６分 

──────────────── 

再 開  午後 ２時５８分 

○議長（中根光男君） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 それでは、お答えをさせていただきます。 

 普通会計の決算統計上の数値の中でのご答弁ということでご理解いただきたいと思います。 

 更新事業につきましては、13億6000万円でありました。この中で補助事業分としては９億7876

万1000円、単独事業分としては３億8553万5000円という内容になっております。 

 補助事業の内訳まで申し上げますと、例えば橋梁の長寿命化、道路改良、防災無線、小・中学

校の給食室、そういったもろもろが補助事業分に含まれているという内容です。 

 それから、単独事業につきましては、一般道の道路改修、下稲吉小学校の外構、千代田中学校

の整備、保育所の整備等、そういったものが含まれて単独事業費の中の３億8553万5000円、これ

を合わせまして13億6000万円、これが現在の更新費用というふうに捉えていただきたいと思いま

す。 
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 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 13億6000万円が20年後には２倍になると。急に20年後に２倍になるのではございませんよね。

20年かけて1.1倍、1.2倍、1.5倍、1.7倍と徐々に上がっていって、約20年後には、これが単純に

13億6000万だとしたら27億2000万円になるという、そういった解釈でよろしかったでしょうか。 

○議長（中根光男君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 現在の決算上の数字でありますので、例えばそれが順当にいけば２倍であるというふうに換算

できると思いますので、その中でいろいろな状況が発生すると思いますが、想定の中では、その

２倍として想定してもよろしいかなというふうに考えます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 その現在の更新費用の２倍もの莫大な更新のための工事費が必要になってくるわけでございま

す。さまざまな新規事業も論議されております。それをさらに加えると、もっと大きな費用が必

要になってくるわけでございます。 

 そこでお尋ねしますが、現在、人口が約４万3000人、20年後に20％の１万人は人口が減るであ

ろうというシミュレーションがございます。しかし、その２倍に膨らむ施設の更新費用は、具体

的に今、市長公室長から、公共施設やインフラ施設の維持更新に関するシミュレーションをした

との答弁がありましたが、かすみがうら市の道路や水道を含む公有財産の耐用年数というものは、

今現在どうなっているのかということで、再度ご答弁をいただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 

○参事（山内美則君） 

 お答えをいたします。 

 先ほどの市長からの答弁にもございましたように、シミュレーションにおきましては、施設の

大規模改修、それといわゆる耐用年数を迎えた施設の建てかえについて、更新の時期や費用の試

算を複数のパターンで行っております。その中の一例を申し上げますと、計画策定時点の公共施

設を全て保有し続け、用途・構造にかかわらず一律築60年で建てかえをする、このように想定し

た場合の更新時期は、2030年前半から2040年代後半に集中するということになります。 

 一方、道路や上下水道のインフラ施設、こちらにつきましては、シミュレーションの結果では

2030年代前半から2050年代前半、この期間に更新時期が集中してまいることになります。 

 これらを合わせますと、先ほど市長がお答えをいたしましたように、2040年代にそれぞれの更

新時期が最も集中すると見込まれることになります。また、これらに要する費用につきましては、

これにつきましても先ほど市長からご答弁がありましたが、公共施設や道路などでは、市全体で
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今後40年間で総額900億円を超える額となると試算されております。これについては、１年当た

りの平均としておよそ23億円となりまして、先ほど公室長のほうから申し上げましたように、お

よそ２倍ということになります。 

 加えまして、最盛時、ピークに当たる年につきましては、年間40億円という試算結果となって

おります。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 そういった大きい課題もあるわけなんです。議会ではまだ余りこういったところに差し込んで

論議が進んでいない状況でございます。そのシミュレーションは市単独のものなのか、それとも

法定といいますか、官公省指定のシミュレーションなんですか。ちょっとそのシミュレーション

のご説明をいただきたいんですが。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 

○参事（山内美則君） 

 お答えをいたします。 

 このシミュレーションにつきましては、平成27年の３月に公共施設等マネジメント計画の基本

計画を策定した折に行ったものでございます。このシミュレーションの前提条件としまして、一

般財団法人地域総合整備財団が提供する公共施設等更新費用試算ソフト、こちらを用いまして、

設定条件や算定方法等を参照いたしましてシミュレーションを行ったものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 財団法人ということですけれども、それは国、例えば総務省ということではないんですか。そ

れから、全国画一的にシミュレーションしたものなんでしょうか。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 

○参事（山内美則君） 

 お答えをいたします。 

 総務省の関係の団体だと思います。 

 シミュレーションにつきましては、ある程度このソフトによりまして全国的にも試算されてい

ると思われます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 
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 今後40年間で総額900億円超のこととなりますと、ある意味、我がかすみがうら市の規模では、

途方もない総務省のシミュレーションでございまして、その対応も途方に暮れてしまいそうであ

りますが、現実でございます。建てかえや延命工事などの更新の対応時期が公共施設の2030年代

半ばから、さらには道路や上下水道のインフラ施設が2050年代前半までに更新時期が２倍のピー

クとして集中する、言いかえれば、2035年から現在の2018年を引きますと、17年後までに２倍に

その建物インフラの更新費用が膨れ上がるということでございます。 

 その17年後、ことし役所に新採で入られた方も、もうそのとき40歳で係長級になり、今、係長

級の皆さんもこの議場に部長級になられているという、そういう17年という月日でございます。

市民の立場ですと、ことしお生まれになられた方が17歳ですから、大学進学や就職を目指したり

して選挙権を持つ時期でございます。そのような先ほどの更新費用が２倍もの費用になっている

ということは、その17歳になる次世代の皆さんには、到底思いもよらないことでもありましょう。 

 そういった状況に加えて、少子高齢化が進んでいるわけでございます。そういう状況下でどの

ように工面していくのか。今後も我が市は、交付税なりの補助金が国から３分の１、ざっくりで

はございますが、面倒を見ていただいておりますが、そういったものも国が全て面倒を見てくれ

るのでしょうか。今現在のような低い金利で借り入れを行うことができるのでしょうか。 

 そして、財政調整基金がその２倍を超える費用が続くことに持ちこたえられるのでしょうか。

どのように応じて準備を進められるのか。今現在の対応が始まっているのならば、今のペースで

膨らみ始めるころまでには進捗が間に合い、負の遺産にならずに済むのか、ファシリティマネジ

メントの責任者である横瀬副市長にご答弁をいただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 副市長 横瀬典生君。 

○副市長（横瀬典生君） 

 それでは、ご答弁を申し上げます。 

 先ほど来から市長初め公室長、そしてＦＭの参事が既にお答えをしているわけでございますが、

中身につきましては、先ほどのお話と重複する部分があると思いますけれども、お話しを申し上

げたいと思います。 

 今後40年間に及ぶ試算の中でございます。ただいま市長が申し上げておりますけれども、将来

の人口減、そして少子高齢化社会に向けて、今ある公共施設、インフラをどうするかという点に

ついて、執行部内部でも取り組んでいるところでございます。将来的なまちづくりを進めていく

上で、現在、これも先ほどるる説明をしておりますが、立地適正化の問題、そしてこれからどう

いう形でやっていくかという考え方の整理等も含めまして、それをもとに今後、今ある財源も含

め国の交付金活用等を踏まえて、そしてさらにご指摘もございました都市計画税等の議論も十分

に研究を重ねてまいりたいというふうに考えるところでございます。 

 今、ご心配をいただきました具体的な内容については、まだまだその位置には達していないと

いうふうに思っております。改めて申し上げますけれども、先ほどから出ております900億円の

話につきましては、全てを今の現況のところを更新していくという、そういうスタイルの中のも

のでございます。当然、ＦＭの中ではスクラップ・アンド・ビルドということが最適化の業務と

なっておりますので、その点も含めまして、さらに財政当局等にさらなる検討を加えさせ対応し
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ていく、そういう考えでおりますので、ご理解とご協力をお願いいたします。 

 なお、今後このような問題については、我々のほうの都合でいろいろな段階でお話をしなくて

はなりませんので、そのときを捉えて説明をさせていただくようになると思います。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 今後、具体性を持って計画に取り組んでいただきたいと存じます。もちろん議会のみならず、

市民の皆さんにも情報を共有していただいて取り組んでいただくことも、３期目の坪井市長の中

で大事なポイントであろうというふうに思うわけでございます。 

 再質問を続けます。 

 冒頭申し上げました神立駅前地区の整備など、新たな行政ニーズへの対応もございますけれど

も、市街化区域では、もっぱら公共施設が足りないという話がございます。この本会議場の中で

も、市街地の公園であったり、図書館であったりということも含めての公共施設が足りないとい

う、市街地への供給不足の話を聞きます。 

 先ほどの山内参事からの答弁に加えて、さらにその一歩先をご答弁いただくことになりますが、

当市の公有財産の平均の償却・消耗の状況と、さらにその中で市街化区域における平均の償却状

況というものを伺いたいと思います。都市計画税というのは、市街化区域だけの賦課でございま

すので、この答弁を求めたいと存じます。この平均償却の状況というのは、平たく重ねて申し上

げますと、新築・新設備がどれほど老朽が進んでいるのか、公園や図書館、公民館などの供給不

足である市街化区域を踏まえて次世代に残す状況をご答弁願います。 

○議長（中根光男君） 

 参事 山内美則君。 

○参事（山内美則君） 

 ご質問にお答えをいたします。 

 公有財産の平均償却の状況ということでございますが、本市では、地方公会計の補助資料とい

たしまして、平成27年度に固定資産台帳を整備しております。これは、水道事業以外で市が保有

する公共施設やインフラ施設などの資産についてまとめたものでございまして、これにより、い

わゆる減価償却資産の耐用年数を用いまして、各資産の償却に応じた評価を行うことができます。 

 このデータを用いましてご質問の償却・消耗の状況についてですが、各資産の取得価格に対す

る平成28年度末までの償却済み額として価格ベースで求めてみました。例えばでございますが、

下水道施設で申し上げますと、千代田地区の市街化区域を中心とする公共下水道の管路、千代田

処理分区についてでございますが、こちらについての償却割合は49.3％、これ以外の霞ヶ浦地区

の公共下水道及び千代田地区の農業集落排水、こちらについての償却割合は42.8％ということに

なります。 

 このことから、こうしたインフラ基盤の整備につきましては、農村部よりも市街化区域のほう

が早い時期から整備をされてきておりますので、老朽化も早いと言うことができると思います。 

 また一方で、公共施設の量的な面について申し上げますと、例えばですが、コミュニティー施
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設につきましては、霞ヶ浦公民館、千代田公民館、また霞ヶ浦地区の旧地区公民館施設、さらに

働く女性の家、大塚ふれあいセンター、これらを公共施設等マネジメント基本計画ではコミュニ

ティー施設と分類をしております。このうちの市街化区域に立地する働く女性の家、それと大塚

ふれあいセンター、こちらの延べ床面積を合計いたしましても、千代田公民館の面積には満たな

い状況となっております。 

 また、逆西地区などで自治会の集会施設を持たないという行政区もあります。そのような点で

も、市街化区域におけるそうした施設は少ないと言える状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 下水道のサンプルで申し上げますと、消耗が半分近く進んでいるということで、もともと公共

下水道で千代田地区の市街化は都市計画税を用いてこなかったということですが、更新する工事

については、都市計画税を当然用いる、用いないというのは検証する必要があろうかと思います

ので、おいおい担当課のほうでよくご確認をいただきたいと思います。 

 前半の質問において少し重苦しい、消極的なことでありますが、次世代のために論議していか

なければなりませんので、いずれにしても、この２倍に膨れ上がる更新費用に立ち向かわなけれ

ばなりません。いろいろ新たな行政ニーズもあります。執行部の皆さんの一層のご尽力をいただ

きまして、次世代にしっかりとした形を残していただきたい、そのように思うわけでございます。 

 市街地整備がまちづくりの常套手段であることは、皆さんもご承知のとおり、茨城県内、そし

て県南地区においては、つくば市、守谷市、つくばみらい市などを見れば大変評判がよく、人口

の流入も、新聞の報道などでは、つくば市に集中しているというようなことでございます。 

 市街地の整備というのは、やはり先ほどのつくば市などの市街地の形成には、市の、つくば市

だけの単独ではありません。もちろん茨城県の直轄事業もあろうかと思いますが、先進の都市計

画税を導入している各市町村においては、その都市計画税を財源に県知事が認可して事業を整備

しておるわけでございます。当市は、公共下水の整備を市街地において都市計画税の財源は用い

ないでやってきたということで、先ほど来の答弁でございます。 

 積極的な部分の話に戻しますが、人口の維持、交流人口の増大のためには、やはりまちとして

評判をつかむために、ある程度の町並みを整えなければなりません。冒頭触れました都市計画税

は、先ほど来のとおり当市で採用されておりませんが、隣接市、土浦市、石岡市、先ほどのつく

ば市、守谷市などでは、先ほど来のよい評判の町並みのために、各市民の皆さんに応分の負担と

して都市計画税を納めていただいているというふうに私は認識しております。 

 どのぐらいの負担をなさっているのか、今回のこの質問の準備を進めている私も改めて金額に

して驚き、先ほど来の評判のいい先進地の各市民の皆さん、そのふるさとを思う市民イズムの高

さに驚くとともに感心、さらには敬服するところであります。 

 その負担内容を確認する前に、都市計画税をもってまちづくりをするということについてお尋

ねしたいと思いますけれども、ご承知のとおり、都市計画税は、市街地整備にかかわる目的税と

いうことでございます。もちろん市民のご理解とご負担をいただくことが欠かせないわけでござ
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いますが、この都市計画税を導入するということが、地方自治体としてワンランク上に上げた魅

力ある市街地整備に成長するということであろうと存じます。地方自治体として、その納税を集

める力という行政能力を国や茨城県に示す、ステータスでもあろうというふうに私は都市計画税

を捉えております。こういったことを私は、13年を踏まえたかすみがうら市でも、論議を踏まえ

るべきというふうに思う次第でございます。 

 ここで伺います。都市計画税を財源として市街地の整備事業を行う場合、市の単独事業では用

いられず、国交省大臣や都道府県知事の事業認可により、財源として整備事業に都市計画税が用

いられるという見解でよろしかったでしょうか、ご答弁をお願いします。 

○議長（中根光男君） 

 市長公室長 木村義雄君。 

○市長公室長（木村義雄君） 

 お答えをさせていただきます。 

 先ほど来、議員のほうから「都市計画税は目的税」と質問の項目にも入れていただきました。

もちろん都市計画税につきましては、地方税法上の目的税として位置づけをされております。具

体的には、都市計画法に基づいて行う都市計画事業、または土地区画整理法に基づいて行う土地

区画整理事業に要する費用に充てるというふうに規定をされておりますので、今ご質問の内容で

よろしいというふうに判断をさせていただきたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それから、先ほど、今のご質問をする前に私が驚いたというのを、ここにいる皆さんも共有し

なければならないと存じますので、近隣市や県南地区の人口が集まる市街化区域の都市計画税は

どれほどの負担なのか。市民にとって増税は基本的に嫌です。私も嫌です。土地つき一戸建て固

定資産税年額20万円納付の場合を一例に挙げて、ご答弁をいただきたいと思います。 

 それから、いろいろその心配は波及しますので、せっかくですので関連でご答弁をいただきた

いんですが、国保税のかすみがうら市の財源として資産割がございますけれども、その資産割に

都市計画税の影響もあるのか、先進事例もご答弁をいただければと思います。それは担当部長か

らご答弁いただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 総務部長 小松塚隆雄君。 

○総務部長（小松塚隆雄君） 

 お答えをいたします。 

 ただいまは、固定資産税年額20万円の納付の場合の一例というところでございますが、これに

つきましては、20万円の固定資産税ということですと、逆算をいたしますと、1.4％の固定資産

税を賦課する場合には、課税標準額は1428万5000円ということになってまいります。これに都市

計画税の税率を掛けていくということになるんですが、若干その掛け方が違いまして、市街地で

すから、当然小規模住宅用地の軽減等が入ってございます。この辺が、固定資産税でいうと６分

の１で見るところを都市計画税は３分の１で見るですとか、こういう部分が出てまいりますので、
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ちょっと想定が数限りなくございまして、ぴったりにはいかないかと思います。先ほどの課税標

準額1428万5000円に掛けていくということでの仮の試算をさせていただければと思います。 

 また、この税率ですが、県内で申し上げますと、県内には32市ございますが、19の市で都市計

画税を賦課してございます。また、12町村のうち５町村、合計では44市町村のうち24市町村が賦

課をしていると、こういうような状況でございますが、税率につきましては、制限税率が0.3％

ということになってございます。近隣ということで申し上げますと、土浦市、石岡市は0.3％と

いうことですが、水戸市が0.2％ですとか、つくば市が0.15％とか、若干ばらつきがございます。

ただ、制限税率が0.3％の市町村が多うございますので、この0.3％を掛けてみますと、４万2800

円というようなことではじくことができます。ただ、先ほど申し上げましたように、土地に関す

る部分では、その住宅の軽減等で条件が違いますので、あくまで参考の参考の試算ということで

ご理解をいただければと思います。 

 また、近隣の比較についてお答え申し上げます。 

 先ほど申し上げましたように、税率0.3％の土浦市、石岡市の例で申し上げていきたいと思い

ます。これは、公表をされております平成29年度の固定資産の価格等の概要調書、いわゆる概要

調書という呼び方をしていますが、これにより試算をいたしますと、まず、固定資産税の税収に

おける都市計画税の割合ということで申し上げますと、土浦市は13.62％、石岡市では9.48％と

いうふうに試算ができます。 

 また、土浦市、石岡市の課税客体の件数について申し上げますと、土浦市では土地の筆数で

52.97％、家屋の棟数で91.44％ということになります。石岡市については土地の筆数で13.46％、

家屋の棟数では35.55％ということになります。 

 また、納税義務者数で申し上げますと、土浦市では83.11％、石岡市では45.36％が市街化区域

の納税義務者数だということになります。 

 これらを本市の状況に想定で当てはめてみますと、本市の場合は平成30年度の課税状況で申し

上げたいと思います。初めに固定資産税における都市計画税の割合ですが、税率0.3％と仮定を

いたしますと、２億4683万4000円という数字になります。これは、現状の固定資産税総額25億

8566万6000円の8.71％相当と試算をされます。 

 次に、固定資産税の課税客体における都市計画税客体の件数割合と収入割合については、土地

で10万5705筆中１万3241筆で12.5％、家屋は２万6280棟中8,289棟で31.54％ということになりま

す。 

 納税義務者数で申し上げますと、固定資産税の納税義務者数が１万9068人いらっしゃいまして、

そのうち7,292人ということで38.24％ということになります。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 あと国保の資産割もお尋ねしましたので、簡潔にいただけると思いますので。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 
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○市民部長（田﨑 清君） 

 お答えをいたします。 

 既に都市計画税を導入しているところでの先進事例ということで確認をさせていただきました

が、国保税の資産割に該当するところはございませんでした。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ご丁寧な答弁をいただきました、ありがとうございました。 

 答弁のとおり、先ほど来の人口がふえる市街地というのは、国・県の直轄事業だけではなく自

治体として応分の負担もして、もちろん市民の皆さんにご負担もいただいて、魅力ある市街地形

成をしているという事実をかすみがうら市も認識して、今後論議すべきであろうというふうに申

し上げます。 

 そして、先ほども申し上げましたが、両隣の市は0.3％も、20万円だとしたら４万3000円も、

試算の中で出たとおり年間払っているわけです。20万円払っている方が年額さらに４万円ふえる

というのは、かなりの抵抗があるというのは皆さんも感覚があると思います。せめてご協力いた

だいて、どこまでできるものだろうかということを先ほどの２倍もの更新費用が20年後にかかる、

負の遺産とならぬようにいろいろまちづくりを研究して、財源もしっかり見通しを出していかな

ければならないということであります。 

 それこそ次世代へ遺す我が市の現世代の責任であろうということを申し上げまして、この質問

の最後に坪井市長にご答弁をいただきたいと思いますが、坪井市長は、３期目の初登庁で思いを

述べられました。市民目線の仕事継続や市民と対話を誓うということで報道されております。将

来のまちづくり事業だけではなく、まちづくりの財源についても、選挙期間だけではなく３期目

として、日ごろから議会を初め市民の皆さんと話し合うこと、論議することが現役世代の責任で

はございませんでしょうか。ご答弁を一言いただきたいと存じます。 

○議長（中根光男君） 

 市長 坪井 透君。 

○市長（坪井 透君） 

 将来のまちづくりにつきまして、古橋議員から負の遺産を残さないまちをというようなことで

ご提言、ご質問いただきました。私も今回３期目に当たりまして、公約につきましては市民に直

結する事業、それから政策につきましては将来の展望を見据えた事業というようなことでお示し

をさせていただきました。大事なことは、いかに地域をよい形で好循環させながら市民の所得を

ふやす、あるいはまた市民の生活を安定させる、そして活力をつくっていくということでござい

まして、人口減少、少子高齢化は間違いなくやってくるわけでありまして、そういう中で市も、

そして市民も前向きな形で進めるようなまちをしっかりとつくるために、全身全霊で努力してい

きたいと思っておりますので、ご協力のほどお願い申し上げたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 
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○８番（古橋智樹君） 

 ３期目の坪井市長ならではの立ち向かえる課題であろうかと思いますので、次世代のために、

ぜひ見通しを出していただきたいと願うところでございます。 

 次の防犯の再質問に移らせていただきます。 

 先ほどの市民部長のご答弁の中で、当市の状況として927名もの隊員のご登録、在籍をいただ

いておるということでございますが、現状、小学校のか弱い子どもたちの登校・下校に合わせて、

その927名の方がどれだけ対応いただいているのかどうかというご答弁がいただけなかったよう

に思いますので、いま一度、現状を正直なところをまずいただきたいと思います。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 

○市民部長（田﨑 清君） 

 まずは、土浦市が98％ということで先ほどご答弁をさせていただきました。この土浦市に比べ

まして本市がちょっと低いという、その理由をご答弁させていただければと思っております。 

 土浦市の自主防犯組織の結成率が高い理由といたしましては、土浦警察署の管内ということで、

土浦市と本市がございます。土浦市につきましては、刑法犯罪の認知件数が徐々にふえ続けてい

る傾向を踏まえまして、平成16年から各自治会に結成を要請した結果、地域住民の防犯活動に対

する市民意識の醸成が図られまして、2008年（平成20年）３月に発生いたしました痛ましい荒川

沖の連続殺傷事件なども重なりまして、168団体の結成に至ったと聞いているところでございま

す。 

 ただ、平成26年４月１日現在、土浦市は、茨城県内の町村を除く市の中で防犯組織結成状況に

つきましては、県内で１番目であると伺っているところではございます。土浦市は、平成29年の

1,000人当たりの犯罪発生率が茨城県内ではワースト２位となった結果を受けまして、再検証す

る認識であると聞いているところでございます。 

 登下校時の防犯活動についてでございますけれども、土浦市では、一昨年11月に実施いたしま

した自主防犯組織に対するアンケート調査の結果は、おおむね半数の団体が自発的に下校時の見

守りや夜間パトロールを実施しているとのことでございました。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 我が市の現況をもうちょっと踏み込んで答弁いただきたかったんですけれども、土浦市の高い

防犯組織率を今ご答弁いただきました。 

 再度お尋ねしますけれども、土浦市の防犯の稼働状況は、皆さんもご承知のとおり、大変稼働

率はよく、登下校のときに土浦市内に行けば、３時前から蛍光グリーンのビブスをかぶって、高

齢者の方々だけではなくて、時には若い方も歩いているようです。先生方かどうかはわかりませ

んが、私の見るところでは、そういった若い父兄も協力しているのではなかろうかということの

高い防犯組織率というご答弁だと思います。 

 その土浦市では、行政ニーズで稼働しているのか、登下校時間の防犯活動などは行っているの
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かということでお尋ねしてよろしいですか。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 

○市民部長（田﨑 清君） 

 先ほども触れさせていただきましたけれども、土浦市におきましては、アンケートの結果によ

りますと、おおむね自主的・自発的に下校時の見守りや夜間パトロールに取り組んでいただいて

いるということでございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それで、先ほど刑法犯の認知件数というご答弁がありましたが、土浦市との人口の差は格段に

あるわけでございまして、認知件数の比較も参考にご答弁いただけますでしょうか。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 

○市民部長（田﨑 清君） 

 お答えいたします。 

 こちらにつきましては、土浦警察署のご協力をいただいたものでございます。平成29年の刑法

犯認知件数、土浦警察署管内でございますけれども、刑法犯といいますと殺人、傷害、詐欺、車

上狙い、自動車盗、自転車盗、住宅侵入窃盗等ございます。こちらにつきましては、本市が335

件に対しまして、土浦市が1,720件の５倍を超える数となってございます。とりわけ、住宅侵入

窃盗件数につきましては、本市が31件に対しまして、土浦市が116件の４倍弱で、人口割合の観

点からしましても、本市に比べ犯罪件数が多い実情がうかがえると考えております。これは、あ

くまでも土浦警察署管内での話でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 それから、私もかかわることなんですが、市内の学校の下稲吉小学校は今、一番児童数がある

んですが、学区も北は根当から、南は清水地区、西は下稲吉の地区通り、東は逆西７区、下原、

逆西９区と、大分神立駅に寄るんですけれども広いんですね。そういったことで、学校主体で登

下校のボランティアを募集するという予定で、実際に募集しています。ほかの小学校は、学区の

大きさはさまざまですけれども、活動予定というのはどういうふうになっているのでしょうか。 

○議長（中根光男君） 

 市民部長 田﨑 清君。 

○市民部長（田﨑 清君） 

 私のほうで確認できた範囲内でのご答弁とさせていただきたいと思います。 

 「ながら見守りボランティア」と呼ばれるものでございまして、活動の内容といたしましては、

登下校時にウオーキングやジョギング、買い物、犬の散歩などをしながら交通安全や防犯の見守
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りを実施して、安全確保に寄与しようとするものであると聞いているところでございます。 

 現在のところ、ほかの小・中学校での同様の取り組みの予定は伺っておりませんが、今後、こ

の活動による犯罪抑止上の有効性が認められれば、市としても幅広く参画を呼びかけてまいりた

いと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君。 

○８番（古橋智樹君） 

 ご答弁でもありました、新たな取り組みのジョグパトを初め、防犯意識を高めてネットワーク

をつくっていくということが防犯には重要な取り組みであります。もちろん、その中で防犯カメ

ラ等を有効に活用していくということでございますので、神立駅前の整備に伴い、神立駅前の神

立停車場線も整備されれば、さらに土浦市の神立地区の皆様と距離が近くなる。そういった中で、

やはり防犯の稼働状況、運用面などに格差があってはなりませんし、お互いさまでございますの

で、同等の防犯組織力・機動力を市民のために、子どもや弱者の皆さんのために、市がしっかり

運用を後押ししていかなければなりません。 

 ぜひそういった面も坪井市長にはしっかり注視していただいて、次世代に負の遺産だけではな

く、財源だけではなく、そういった防犯面もしっかり整えて後進に引き継げるように、議会の一

同も必ず全面的に協力していただけると思いますので、市民の皆さんとよく論議を踏まえながら、

市の運営に努めていただきたいということを申し上げまして、私の一般質問を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。 

○議長（中根光男君） 

 ８番 古橋智樹君の一般質問を終わります。 

────────────────────────────────────────── 

○議長（中根光男君） 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 次回の本会議は、明日９月６日定刻より引き続き一般質問を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

 

散 会  午後 ３時５４分 


